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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 66,361 ― 5,339 ― 5,451 ― 842 ―
20年3月期第3四半期 62,325 9.4 5,788 △0.4 6,278 2.9 2,687 △22.9

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 11.26 ―
20年3月期第3四半期 35.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 126,566 95,986 75.8 1,283.61
20年3月期 122,398 97,184 79.4 1,298.89

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  95,986百万円 20年3月期  97,184百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 15.00 ― 7.50 22.50
21年3月期 ― 4.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 7.00 11.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 88,600 9.3 6,700 7.2 7,000 5.4 1,600 △26.9 21.39

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成20年10月29日に公表いたしました連結業績予想から変更はございません。 
２．本資料に記載されている業績予想等は、現時点で入手可能な情報により判断した予想であり、将来の業績に影響を与える不確実な要因やリスクが含まれています。
実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は３ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する
定性的情報をご覧ください。 
３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  74,947,628株 20年3月期  74,947,628株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  169,397株 20年3月期  126,369株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  74,799,945株 20年3月期第3四半期  74,848,590株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　米国発の金融危機が世界各国の実体経済に波及し景気後退による受診抑制などが懸念される中、株式会社キョーリ

ン（以下「当社」という）グループの中核である医薬品事業が属する国内医薬品業界の当第３四半期連結累計期間の

状況は、市場競争の激化など経営環境が一層厳しさを増しました。また、医療費・薬剤費の抑制策としてジェネリッ

ク医薬品（後発医薬品）使用促進などが推進される一方、次年度以降の薬価制度についての議論が本格的に開始され

るなど先行き不透明な状況で推移しました。

　このような状況下、当社グループは平成20年度の経営方針に「新軌道による成長路線の確保」を掲げ、重点項目を

①ブランド重視の経営、②統合効果の発揮として企業活動に取り組んでおります。

この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は下記の通りとなりました。

 売上高　　　　　　　　　６６３億６１百万円（前年同期比　　６．５％増）

　営業利益　　　　　　　　　５３億３９百万円（前年同期比　　７．８％減）

　経常利益　　　　　　　　　５４億５１百万円（前年同期比　１３．２％減）

　当四半期純利益　　　　　　　８億４２百万円（前年同期比　６８．６％減）　　　　

   販売の状況につきましては、以下のとおりであります。

①医薬品事業

　国内における新医薬品では、呼吸器内科・耳鼻科・泌尿器科に重点化するＦＣ（フランチャイズカスタマー）戦略及

び卸店政策を重点的に推進し、営業力の強化に努めた結果、５３０億０１百万円（前年同期比７．９％増）の売上を計

上いたしました。主要製品では、ロイコトリエン受容体拮抗剤・気管支喘息・アレルギー性鼻炎治療剤「キプレス」、

潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ」、過活動膀胱治療剤「ウリトス」の売上が順調に推移しました。「キプ

レス」におきましては、平成19年10月に「キプレス細粒４ｍｇ（剤形追加）」を新発売したこと及び平成20年１月に成

人アレルギー性鼻炎を新たに効能・効果として取得したこと等により売上が好調に推移しました。「ペンタサ」におき

ましても、平成20年10月１日に実施しました杏林製薬株式会社による日清キョーリン製薬株式会社の吸収合併に伴う販

売移管により売上が大幅に増加いたしました。一方、気道粘液調整・粘膜正常化剤「ムコダイン」、気管支喘息・脳血

管障害改善剤「ケタス」、広範囲経口抗菌薬「ガチフロ」、活性型ビタミンＤ3製剤「ロカルトロール」、胃炎・胃潰

瘍治療剤「アプレース」は前年を下回る実績となりました。「ガチフロ」におきましては、平成20年９月30日付けで自

主的に販売を中止したことから大幅な売上減となりました。

　海外新医薬品他では、広範囲抗菌点眼剤「ザイマー（導出先；米国アラガン社）」の輸出の減少（為替変動の影響等）、

一時金収入の減少により売上は２５億２７百万円（前年同期比２２．９％減）となりました。

　　 ジェネリック医薬品では、キョーリンリメディオ株式会社を主体とするジェネリック医薬品の売上が、日清キョーリ

ン製薬㈱からの承継品及び平成20年７月に発売しました追補品等により増加し、４５億８３百万円（前年同期比２１．

１％増）となりました。

　 ②ヘルスケア事業

  一般用医薬品他では、杏林製薬㈱及びキョーリンリメディオ㈱の一般用医薬品等の売上が前年を下回ったものの、

製剤技術を応用した化粧品事業を行うドクタープログラム株式会社の売上増加が貢献し、５３億９２百万円（前年同

期比０．４％増）となりました。今後とも、中核事業でありハイリスク・ハイリターンかつ長期スパンである創薬ビ

ジネス・医薬品事業に次ぐ事業として、早期の事業基盤の強化と収益拡大に努めてまいります。

　 ③販売促進・広告の企画制作

     販売促進・広告の企画制作事業は、売上高８億５５百万円（前年同期比１１．２％増）の実績となりました。



　   当社グループの中核事業における研究開発の状況につきましては、感染症、免疫・アレルギー、代謝性疾患に研究領

域を重点化し資源を集中的に投入いたしており、杏林製薬創薬研究所、米国ＡｃｔｉｖＸ社、キョーリンスコットラン

ド研究所において日・米・欧３極での創薬ネットワークによる魅力ある製品の効率的な開発を推進いたしました。

　国内開発の進展状況としましては、平成20年10月に潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ錠５００」を新発売

しました。また、「ペンタサ」におきましては、平成20年12月に潰瘍性大腸炎の活動期における用法・用量の追加承認

（４,０００ｍｇ／日、２回に分けて投与）を取得いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間の研究開発費

は７５億７０百万円（前年同期比８．３％減）となりました。

　   生産面では、平成20年10月１日に実施しました杏林製薬㈱による日清キョーリン製薬㈱の吸収合併に伴い同社大阪工

場で生産しておりました潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ」を杏林製薬㈱岡谷工場、能代工場へ製造移管し、

生産を開始いたしました。当社グループでは、今後とも高品質の製品を生産し安定的に供給できる体制の構築を目指し

ます。

　   以上の結果、売上は国内新医薬品における主要製品及びジェネリック医薬品等が順調に推移し、前年同期比４０億３

６百万円増加したものの、一時金収入の減少、薬価改定の影響により売上高原価率が上昇し、売上総利益は３８６億２

８百万円と前年同期比１億４１百万円増となりました。一方、販売費及び一般管理費は日清キョーリン製薬㈱の統合等

により３３２億８８百万円と前年同期比５億９０百万円増加（研究開発費６億８７百万円減）いたしました。

　利益面では、営業利益は５３億３９百万円と前年同期比４億４９百万円の減益（前年同期比７．８％減）となりまし

た。特別利益は１億２７百万円、特別損失は３２億３９百万円を計上し、当第３四半期連結累計期間の当四半期純利益

は８億４２百万円となりました。なお、特別損失の主なものは「ガチフロ」の自主的な販売中止に伴う損失２５億７０

百万円及び投資有価証券評価損４億１８百万円です。

２．連結財政状態に関する定性的情報

①資産、負債及び純資産の状況

　　 当第３四半期連結会計期間末の資産は、受取手形及び売掛金の増加等により流動資産が７９億１５百万円増加し、投

資有価証券の減少等により固定資産が３７億４６百万円減少したため、前連結会計年度末と比較して４１億６８百万円

増加し、１，２６５億６６百万円となりました。

  負債は、短期借入金の増加及び製品販売中止損失引当金の計上等により、前連結会計年度末と比較して５３億６６百

万円増加し、３０５億８０百万円となりました。

  純資産は、その他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度末と比較して１１億９８百万円減少し、９５

９億８６百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は７５．８％となり、前連結会計年度末より３．６％減少いたしました。

　②キャッシュ・フローの状況

　   営業活動によるキャッシュ・フローは、２億７６百万円の収入であり、これは主に税金等調整前四半期純利益２３億

４０百万円、減価償却費２９億０５百万円、製品販売中止損失引当金の増加２４億１１百万円、売上債権の増加７１億

１７百万円、たな卸資産の増加９億６７百万円、仕入債務の増加２８億５６百万円、法人税等の支払額２４億７８百万

円によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、５０億２８百万円の支出で、これは主に有価証券の売却及び償還による収入

１８億９８百万円、有形固定資産の取得による支出１２億８９百万円、投資有価証券の取得による支出４１億９８百万

円、投資有価証券の売却及び償還による収入１７億８７百万円、合併交付金の支払額３５億１１百万円によるもので

す。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、９億２１百万円の収入で、これは主に短期借入金の増加２０億６０百万円、

配当金の支払額８億４７百万円によるものです。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して３９億３１百万円減

少し、これに合併に伴う現金及び現金同等物の増加額１５億０７百万円を加えて期末残高は７１億７５百万円となりま

した。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　当第３四半期連結累計期間までの業績は概ね計画通り推移しており、平成20年10月29日に公表いたしました連結業績

予想につきましては現時点での変更はございません。



４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を第１四半期連結会計期間

から適用し、主に総平均法の原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更

しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に及ぼす影響は軽微であります。

③　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５

月17日）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に及ぼす影響はございません。

④　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開

始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期

連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に及ぼす

影響はございません。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,084 10,647

受取手形及び売掛金 36,713 28,995

有価証券 2,490 2,209

商品及び製品 10,569 12,067

仕掛品 1,172 1,033

原材料及び貯蔵品 9,062 6,669

繰延税金資産 2,790 1,556

その他 3,172 2,935

貸倒引当金 △124 △99

流動資産合計 73,931 66,016

固定資産   

有形固定資産 17,536 18,214

無形固定資産   

のれん 1,149 998

その他 749 1,358

無形固定資産合計 1,899 2,356

投資その他の資産   

投資有価証券 26,447 30,692

繰延税金資産 4,946 3,181

その他 1,972 2,092

貸倒引当金 △167 △155

投資その他の資産合計 33,198 35,811

固定資産合計 52,635 56,382

資産合計 126,566 122,398



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,666 10,792

短期借入金 3,604 1,531

未払法人税等 663 50

賞与引当金 1,358 2,238

返品調整引当金 74 54

固定資産解体引当金 － 84

ポイント引当金 58 51

製品販売中止損失引当金 2,411 －

その他 5,963 4,399

流動負債合計 24,801 19,201

固定負債   

社債 120 150

長期借入金 784 978

退職給付引当金 4,297 4,346

役員退職慰労引当金 83 305

その他 494 231

固定負債合計 5,779 6,012

負債合計 30,580 25,214

純資産の部   

株主資本   

資本金 700 700

資本剰余金 4,752 4,752

利益剰余金 91,115 91,133

自己株式 △237 △184

株主資本合計 96,330 96,401

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △325 745

為替換算調整勘定 △18 37

評価・換算差額等合計 △344 782

純資産合計 95,986 97,184

負債純資産合計 126,566 122,398



（２）四半期連結損益計算書 
 （第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 66,361

売上原価 27,733

売上総利益 38,628

販売費及び一般管理費 33,288

営業利益 5,339

営業外収益  

受取利息 287

受取配当金 97

固定資産賃貸料 137

その他 116

営業外収益合計 638

営業外費用  

支払利息 37

持分法による投資損失 442

その他 46

営業外費用合計 526

経常利益 5,451

特別利益  

固定資産売却益 29

投資有価証券売却益 70

償却債権取立益 28

特別利益合計 127

特別損失  

固定資産除売却損 62

たな卸資産除却損 187

製品販売中止損失引当金繰入 2,570

投資有価証券評価損 418

特別損失合計 3,239

税金等調整前四半期純利益 2,340

法人税、住民税及び事業税 2,402

法人税等調整額 △905

法人税等合計 1,497

四半期純利益 842



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,340

減価償却費 2,905

製品販売中止損失引当金の増減額（△は減少） 2,411

受取利息及び受取配当金 △384

支払利息 37

投資有価証券評価損益（△は益） 418

売上債権の増減額（△は増加） △7,117

たな卸資産の増減額（△は増加） △967

仕入債務の増減額（△は減少） 2,856

その他 △58

小計 2,441

利息及び配当金の受取額 348

利息の支払額 △35

法人税等の支払額 △2,478

営業活動によるキャッシュ・フロー 276

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の売却及び償還による収入 1,898

有形固定資産の取得による支出 △1,289

有形固定資産の売却による収入 38

無形固定資産の取得による支出 △51

投資有価証券の取得による支出 △4,198

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,787

合併交付金の支払額 △3,511

その他 298

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,028

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,060

長期借入金の返済による支出 △181

配当金の支払額 △847

その他 △109

財務活動によるキャッシュ・フロー 921

現金及び現金同等物に係る換算差額 △102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,931

現金及び現金同等物の期首残高 9,599

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,507

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,175



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　医薬品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

〔所在地別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

〔海外売上高〕

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。



６．その他の情報

  　　当社の連結子会社である杏林製薬㈱は、当社の関連会社である日清キョーリン製薬㈱を平成20年10月１日に吸収合

併致しました。

（企業結合等関係）

  当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結

合後企業の名称及び取得した議決権比率

 （1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　日清キョーリン製薬㈱

事業の内容　　　　　医薬品の製造、販売及び受託研究

 （2）企業結合を行った主な理由

　日清キョーリン製薬㈱が単独で事業を進めるよりも、杏林製薬㈱と事業を一体化することで、医療用医薬品の

研究開発力及び販売力の強化を通じて、企業価値の向上を目指すことが長期的視点から最適と判断したため。

 （3）企業結合日

平成20年10月１日

 （4）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

企業結合の法的形式　　合併

結合後企業の名称　　　杏林製薬㈱

 （5）取得した議決権比率

100％

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　　　平成20年10月１日から平成20年12月31日までの被取得企業の業績を四半期連結損益計算書に含めております。

　　　　　なお、平成20年４月１日から平成20年９月30日までの被取得企業の業績につきましては、四半期連結損益計算

書に持分法による投資損失（議決権の所有割合50.0％）として計上しております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　 （1）合併に要した金銭の額

   吸収合併による新株式の発行もしくは自己株式の割当交付はせず、金銭を対価として3,511,500,000円を交付い

たしました。

　　 （2）吸収合併に係る合併対価としての金銭の額の算定根拠

   平成20年６月末時点の貸借対照表に基づき、将来価値を含めた時価純資産の算定を基準として、合併対価とし

ての金銭の額を算定いたしました。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 （1）発生したのれんの金額

642百万円

（2）発生原因

将来の超過収益力から発生したものであります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間で均等償却

５．当該企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額

  当該影響額に重要性が乏しいことから、記載を省略しております。



「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

前年同四半期
  （自　平成19年４月１日）
    至　平成19年12月31日）

区分  金額（百万円） 構成比（％）

Ⅰ　売上高  62,325 100.0

Ⅱ　売上原価  23,838 38.2

売上総利益  38,487 61.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費  32,698 52.5

営業利益  5,788 9.3

Ⅳ　営業外収益  740 1.2

Ⅴ　営業外費用  251 0.4

経常利益  6,278 10.1

Ⅵ　特別利益  14 0.0

Ⅶ　特別損失  466 0.8

税金等調整前四半期純利益  5,825 9.3

法人税等  3,138 5.0

四半期純利益  2,687 4.3



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
 （自　平成19年４月１日）
   至　平成19年12月31日）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

　税金等調整前四半期純利益 5,825

　減価償却費 3,368

　のれん償却額 188

　売上債権の増加額（△）・減少額 41

　棚卸資産の増加額（△）・減少額 △3,291

　仕入債務の増加額・減少額（△） 1,053

　その他 △1,229

　小計 5,955

　法人税等の支払額 △4,537

　その他 273

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,691

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー  

　有形固定資産の取得による支出 △1,855

　投資有価証券の取得による支出 △7,487

　投資有価証券の売却（償還）による収入 4,802

　その他 △213

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,754

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

　短期借入金の増加額・減少額（△） 600

　長期借入れによる収入 600

　長期借入金の返済による支出 △201

　社債の償還による支出 △30

　自己株式の取得・売却による支出（△）・収入 △80

　配当金の支払額 △2,564

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,676

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △11

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額・減少額（△） △4,751

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 12,842

Ⅶ　現金及び現金同等物の四半期末残高 8,090



（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前第３四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

　　医薬品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

〔所在地別セグメント情報〕

前第３四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

　　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

〔海外売上高〕

前第３四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。


	㈱キョーリン（4569）　平成21年３月期　第３四半期決算短信: ㈱キョーリン（4569）　平成21年３月期　第３四半期決算短信
	- 1 -: - 1 -
	- 2 -: - 2 -
	- 3 -: - 3 -
	- 4 -: - 4 -
	- 5 -: - 5 -
	- 6 -: - 6 -
	- 7 -: - 7 -
	- 8 -: - 8 -
	- 9 -: - 9 -
	- 10 -: - 10 -
	- 11 -: - 11 -
	- 12 -: - 12 -
	- 13 -: - 13 -


